
北海道告示第10087号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和８年１月30日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その37）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ へき地医療対策事業 提出部数 １部

へき地における医療の 提出期限 別に指示す

充実と確保を図るため、 る日

予算の範囲内で補助する。 提 出 先 保健福祉部

地域医療推

進局地域医

療課

(1) へき地診療所施設整 市町村等（地方 １ へき地診療所として必要な ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

備事業 独立行政法人及び 次の各部門の新築、増改築（老 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

地方公共団体の組 朽度が著しいため、診療行為 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

合を含む。以下同 に支障を来しているものに限 の収入額がある 保福第１の20号様式 保福第32号様式

じ。）日本赤十字 る。）及び改修（既存のへき ときは、補助金 保福第１の32号様式 別に指示する様式

社、社会福祉法人 地診療所の改修は除く。）に 等の額の算定に （申請者が市町村で

恩賜財団済生会、 要する工事費又は工事請負費 当たり、当該寄 ある場合を除く。）

北海道厚生農業協 及び買収に要する経費 附金その他の収 保福第32号様式

同組合連合会、社 (1) 診療所（診察室、処置室、 入額の控除等を 別に指示する様式

会福祉法人北海道 薬剤室、エックス線室、暗 行う。）

社会事業協会及び 室、待合室、看護師居室、

その他知事が適当 玄関、廊下等）

と認める者 (2) 医師住宅

(3) 看護師住宅

２ ヘリポート整備に必要な工

事費又は工事請負費



(2) へき地診療所設備整 市町村等、日本 へき地診療所として必要な医 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

備事業 赤十字社、社会福 療機器購入費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

祉法人恩賜財団済 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

生会、北海道厚生 の収入額がある 保福第１の20号様式 保福第33号様式

農業協同組合連合 ときは、補助金 保福第１の32号様式 別に指示する様式

会、社会福祉法人 等の額の算定に （申請者が市町村で

北海道社会事業協 当たり、当該寄 ある場合を除く。）

会及びその他知事 附金その他の収 保福第33号様式

が適当と認める者 入額の控除等を 別に指示する様式

行う。）

(3) へき地患者輸送車整 市町村等、日本 患者輸送用マイクロバス又は ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

備事業 赤十字社、社会福 ワゴン車等の購入費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

祉法人恩賜財団済 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

生会、北海道厚生 の収入額がある 保福第１の20号様式 保福第33号様式

農業協同組合連合 ときは、補助金 保福第１の32号様式 別に指示する様式

会及び社会福祉法 等の額の算定に （申請者が市町村で

人北海道社会事業 当たり、当該寄 ある場合を除く。）

協会 附金その他の収 保福第33号様式

入額の控除等を 別に指示する様式

行う。）

２ 救急患者退院コーディ 救命救急センタ 救急患者退院コーディネータ ３分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

ネーター事業 ー及び第二次救急 ーの確保に要する経費のうち、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

地域の実情に精通した看 医療機関の開設者 次に掲げるもの （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

護師、社会福祉士等の医療 で厚生労働大臣が 給与費（職員基本給、職員 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第390号様式 提 出 先 保健福祉部

従事者を「救急患者退院コ 適当と認めたもの 諸手当、非常勤職員手当、社 ときは、補助金 保福第１の32号様式 別に指示する様式 地域医療推

ーディネーター」として医 会保険料）、委託費（上記経 等の額の算定に （申請者が市町村の 進局地域医

療機関等に配置することに 費に該当するもの。） 当たり、当該寄 場合を除く。） 療課

より、急性期を脱した救急 附金その他の収 保福第389号様式

患者の円滑な転床・転院を 入金の控除等を 別に指示する様式

促進し、救急医療用病床を 行う。）

有効に活用するとともに、

医師等の負担を軽減するた

め、予算の範囲内で交付



する。

３ 医療施設等非常用自家 非常用自家発電 １ 非常用自家発電設備整備又 １及び２ 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

発電設備及び給水設備整 設備（病院の診療 は更新に必要な工事費又は工 0.33 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

備事業 機能を３日程度維 事請負費 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

災害により長期の停電 持するために必要 ２ 非常用自家発電設備の燃料 ３及び４ 保福第１の20号様式 保福第32号様式 提 出 先 保健福祉部

又は断水が発生しても医 な燃料の備蓄又は タンク増設又は補強等に必要 0.50 保福第32号様式 別に指示する様式 地域医療推

療機関等の診療機能を維 自然エネルギーの な工事費又は工事請負費 別に指示する様式 進局医務薬

持するために必要な電気 活用等による蓄電 ３ 受水槽整備又は更新に必要 （寄附金その他 務課

及び水を確保できるよう、機能を有するもの な工事費又は工事請負費 の収入金がある

非常用自家発電設備及び に限る。）又は給 ４ 給水設備整備（地下水利用 ときは、補助金

給水設備の整備強化等を 水設備（病院の診 のための設備整備、受水槽増 等の額の算定に

図ることを目的とし、予 療機能を３日程度 設又は補強等）に必要な工事 当たり、当該寄

算の範囲内で交付する。 維持するために必 費又は工事請負費 附金その他の収

要な水を確保する 入金の控除等を

受水槽又は地下水 行う。）

利用のための設

備）を整備する次

の者とする。

ただし、２及び

３においては、水

防法（昭和24年法

律第193号）に基

づき国土交通大

臣、都道府県知事

若しくは市町村長

が公表する浸水想

定区域（洪水・雨

水出水・高潮）又

は津波防災地域づ

くりに関する法律

（平成23年法律第

123号）に基づき

知事が公示する津

波災害警戒区域に

所在し、地域の医



療提供体制の確保

の観点から当該区

域から移転するこ

とができない医療

機関であること。

１ 救命救急セン

ター、へき地医

療拠点病院、へ

き地診療所（病

床を有する診療

所に限る。）、

周産期母子医療

センター、地域

医療支援病院、

特定機能病院の

開設者（地方公

共団体及び地方

独立行政法人を

除く。）

２ 国民健康保険

団体連合会、国

民健康保険組

合、日本赤十字

社、社会福祉法

人恩賜財団済生

会、全国厚生農

業協同組合連合

会及び社会福祉

法人北海道社会

事業協会の設置

する病院及び診

療所（病床を有

する診療所に限

る）の開設者。

３ 病院群輪番制

病院、共同利用



型病院、救急告

示病院、在宅当

番医制病院、在

宅当番医制診療

所、在宅当番医

制歯科診療所、

休日夜間急患セ

ンター、休日等

歯科診療所、時

間外診療実施診

療所、小児救急

医療拠点病院、

在宅医療実施病

院、在宅医療実

施診療所、在宅

医療実施歯科診

療所、がん医療

実施診療所、脳

卒中医療実施病

院、腎移植施設、

老人デイケア施

設、共同利用施

設の開設者（地

方公共団体、地

方独立行政法

人、国民健康保

険団体連合会、

国民健康保険組

合、日本赤十字

社、社会福祉法

人恩賜財団済生

会、全国厚生農

業協同組合連合

会及び社会福祉

法人北海道社会

事業協会を除く



ものとし、診療

所については、

病床を有する診

療所に限る。）

４ 医療施設等耐震整備事 地域防災上緊急 (1)(2)(3)(4)(5)の場合 (1)(2)(3)の病 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

業 的に施設整備を行 医療施設等耐震整備として必 院の場合 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

医療施設等の耐震化又 う次の者とする。 要な新築、増改築に伴う補強及 既存病床数が 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

は補強等を行うことによ (1) 補強が必要と び既存建物に対する補強に要す 医療計画上の基 保福第１の20号様式 保福第32号様式 提 出 先 保健福祉部

り、地震発生時において 認められる建物 る工事費又は工事請負費 準病床数に占め 保福第32号様式 別に指示する様式 地域医療推

適切な医療提供体制の維 を有する救命救 (6)の場合 る割合に応じて 別に指示する様式 進局医務薬

持を図るため、予算の範 急センター、病 耐震化を必要とする医療機関 ①105%以上 務課

囲内において補助する。 院群輪番制病 として必要な新築、増改築に伴 0.475

院、小児救急医 う補強及び既存建物に対する補 ②105%未満

療拠点病院、小 強に要する工事費又は工事請負 0.5

児救急医療支援 費 とする。

事業参加病院、 (4)(5)の看護師

共同利用型病院 等養成所の場合

及びその他災害 0.5

時における医療 (6)の場合

の提供に必要な 0.5

医療機関である

と知事が認める （寄附金その他

ものの開設者 の収入金がある

（以下「知事が ときは、補助金

認めるものの開 等の額の算定に

設者」という。） 当たり、当該寄

（ただし、地方 附金その他の収

公共団体、地方 入金の控除等を

独立行政法人、 行う。）

日本赤十字社、

社会福祉法人恩

賜財団済生会、

全国厚生農業協

同組合連合会及

び社会福祉法人



北海道社会事業

協会を除く。）。

なお、災害時

における医療の

提供に必要な医

療機関とは、原

則として第二次

救急医療施設と

して必要な診療

機能を有するも

のとする。

(2) 構造耐震指標

であるIs値が0.

4未満の建物を

有する知事が認

めるものの開設

者（ただし、地

方公共団体、地

方独立行政法

人、日本赤十字

社、社会福祉法

人恩賜財団済生

会、全国厚生農

業協同組合連合

会及び社会福祉

法人北海道社会

事業協会を除

く。）

(3) 構造耐震指標

であるIs値が0.

3未満の建物を

有するものの開

設者（ただし、

厚生労働大臣が

認めるものの開

設者及び地方公



共団体及び地方

独立行政法人を

除く。）。

なお、構造耐

震指標であるIs

値が0.3未満の

建物を有する病

院の新築建替え

を行う場合は、

整備区域の病棟

の病床数を10%

以上削減し、そ

のまま病院全体

の医療法の許可

病床数を削減す

ること。ただし、

道の医療計画上

病床非過剰地域

においては、病

床削減を必要と

しないが、増床

を伴う整備計画

でないこと。

(4) 補強が必要と

認められる建物

を有する保健師

助産師看護師法

により指定を受

けた保健師、助

産師、看護師及

び准看護師の学

校又は養成所

（以下「看護師

等養成所」とい

う。）の開設者

（ただし、地方



公共団体、地方

独立行政法人、

日本赤十字社、

社会福祉法人恩

賜財団済生会、

全国厚生農業協

同組合連合会及

び社会福祉法人

北海道社会事業

協会を除く。）。

(5) 構造耐震指標

であるIs値が0.

3未満の建物を

有する看護師等

養成所の開設者

（ただし、地方

公共団体及び地

方独立行政法人

を除く。）

(6) 補強が必要と

認められる建物

を有する平成７

年に施行された

地震防災対策特

別措置法第２条

に基づいて知事

が作成した５箇

年計画に定めら

れた地震防災上

緊急に整備すべ

き医療施設の開

設者（ただし、

地方公共団体及

び地方独立行政

法人を除く。）



５ 有床診療所等スプリン 市町村等（地方 平成26年10月に公布された消 スプリンクラー 保福第１の２号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部

クラー等施設整備事業 独立行政法人及び 防法施行令の一部を改正する政 整備について 保福第１の16号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す

病院、有床診療所及び 地方公共団体の組 令（平成26年政令第333号）等に は、２分の１以 保福第１の18号様式 保福第467号様式 る日

入所施設を有する助産所 合を含む。）、医 より新たにスプリンクラー設備 内 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

において、防火設備を整 療法人、社会福祉 等を整備する義務の生じた施設、自動火災報知設 保福第467号様式 地域医療推

備することにより、医療 法人、その他知事 若しくは設置する義務は生じて 備整備について 別に指示する様式 進局医務薬

機関の防火体制の充実及 が適当と認める者 いないが、防災対策のために自 は、10分の10（定 務課

び強化を図ることを目的 主的に整備を実施する施設が設 額）

として、予算の範囲内に 備を整備するために必要な次に

おいて補助する。 掲げる経費 （寄附金その他

(1) スプリンクラー（パッケー の収入金がある

ジ型自動消火設備及び消防法 ときは、補助金

施行令第32条の規定によりス 等の額の算定に

プリンクラー設備の代替設備 当たり、当該寄

を含む。）整備のために必要 附金その他の収

な工事費又は工事請負費 入金の控除等を

(2) 自動火災報知設備整備のた 行う。）

めに必要な工事費又は工事請

負費

６ 外国人看護師候補者就 市町村、地方独 外国人看護師候補者就労研修 10分の10 保福第１の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 １部

労研修支援事業費補助金 立行政法人、公的 支援事業の実施に必要な指導者 保福第１の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す

経済連携協定（ＥＰＡ）団体及び厚生労働 経費（謝金、人件費、手当）、 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第339号様式 る日

に基づき入国する外国人 大臣が適当と認め 報償費、旅費、需用費（図書購 の収入金がある 保福第１の32号様式 保福第340号様式 提 出 先 保健福祉部

看護師候補者の円滑かつ る者のうち、経済 入費、消耗品費、印刷製本費）、 ときは、補助金 （申請者が市町村の 保福第341号様式 地域医療推

適正な受け入れが実施で 連携協定（ＥＰＡ）役務費（雑役務費、通信運搬費）、等の額の算定に 場合を除く。） 別に指示する様式 進局医務薬

きるよう、外国人看護師 に基づき入国する 備品購入費 当たり、当該寄 保福第339号様式 務課

候補者が日本で就労する 外国人看護師候補 附金その他の収 保福第340号様式

上で必要となる日本語能 者及び当該外国人 入金の控除等を 保福第341号様式

力の習得及び、外国人看 看護師候補者が看 行う。） 別に指示する様式

護師候補者を受け入れる 護師国家試験に合

施設の研修支援体制の充 格し看護師となっ

実を図ることを目的とし た者（当該試験合

て、予算の範囲内におい 格後１年以内の者

て交付する。 に限る。）の受入

施設として、国際



厚生事業団（ＪＩ

ＣＷＥＬＳ）の審

査・選考に合格

し、受入希望施設

として登録された

施設の設置者


